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検疫に関するガイドライン 

（案） 



第１章 はじめに 

 

○ 本ガイドラインは、「新型インフルエンザ対策行動計画」及び「水際対策に関するガ

イドライン」のうち、検疫対策を具体化するものとして作成したものである。新型イ

ンフルエンザへの感染の有無の確認等を始めとする検疫業務の強化等により、水際に

おいてできる限りウイルスの侵入を阻止することを目的とする。 

想定される新型インフルエンザの致死率及び感染力等を評価した上で、ＷＨＯや諸

外国の対応状況を勘案しながら本ガイドラインに示された措置を実施するものとする。 

 

○ 本ガイドラインに基づく検疫措置は、海外で新型インフルエンザの発生が確認され、

新型インフルエンザ対策本部又は関係閣僚会議が新型インフルエンザに係る検疫を実

施する空港・港の集約化を決定した時点から開始される。なお、国内での感染が拡大

した段階で、状況に応じて検疫措置を縮小する。 

 

１.本ガイドラインの前提 

 

○ 本ガイドラインに記述されている対策等については、感染経路において、空気感染

は完全に否定できないものの、現時点では空気感染が生じる頻度は少ないと考えられ

るので、感染経路の大半を占める飛沫感染対策を主体とする。 

 

○ 一般的にインフルエンザは、発熱や呼吸器症状を伴うが、新型インフルエンザの症

例定義については、発生後に定義する。 

 

○ また、新型インフルエンザが確認された時点で、そのウイルスの遺伝的情報も明ら

かになることから、ＰＣＲ検査による診断は可能と考えられるが、患者かどうかの判

断については、検体の採取方法や検査の感度を踏まえ判断する。 

 

○ 国内における新型インフルエンザの発症例が増加した場合には、積極的疫学調査等
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の結果を国において集約し、検疫対応の効果を検証し、必要に応じ、検疫措置の内容

を見直すものとする。 

 

○ 本ガイドラインは、今後も、最新の科学的知見や国際的動向等を踏まえ、継続的に

その内容を検討し、必要に応じて随時更新していくものとする。 

 

２．本ガイドラインにおける用語の定義 

 

１）有症者：発熱、咳など、健康状態に何らかの異状を呈している者 

２）患者：新型インフルエンザと診断された者及び新型インフルエンザの疑似症状を

呈している者であって新型インフルエンザウイルスに感染したおそれがあるもの 

３）濃厚接触者：渡航中に患者と行動をともにした家族や友人等、搭乗・乗船中に患

者の世話をした乗務員・乗組員又は機内・船内等において患者の一定距離内に着座

していた者等であって検疫官が濃厚接触者と判断したもの。また、濃厚接触者に該

当するかどうかの判断に当たっては、患者の動きなども勘案する。 

なお、濃厚接触者の定義については、新型インフルエンザの症例定義が明らかに

なり次第、改めて明確化する。 

４）同乗者：患者と同じ航空機・船舶に乗り合わせた者 

 

 

第２章 基本的事項 

 

（１） 検疫の集約化 

 

○ 新型インフルエンザの致死率や感染力又は感染拡大の状況等に応じて、入国者への

検疫対応の質と量を確保するため、厚生労働省は、検疫法（昭和 26 年法律第 201 号。

以下「法」という。）第 14 条第２項の規定に基づき、感染拡大防止等の公衆衛生上の
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観点から、新型インフルエンザの発生国・地域（以下「発生国」という。）から来航す

る航空機・船舶の国内における検疫実施場所を指定し集約化を図ることについて、事

前に国土交通省と協議しつつ検討を行う。 

・旅客機については、成田、関西、中部及び福岡空港（以下「検疫集約空港」とい

う。）で対応。 

・客船（貨客船を含む。以下同じ。）については、横浜、神戸及び関門港等（以下「検

疫集約港」という。）で対応。 

・貨物専用機については、検疫集約空港以外の検疫実施空港においても対応。 

・貨物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応。ただし、その積載

物等により検疫港に入港することが困難である場合には、感染拡大のおそれに留意

しつつ、別途関係省庁において対応を検討するものとする。 

検疫集約化の決定については、関係省庁対策会議等を経て、新型インフルエンザ対

策本部又は関係閣僚会議において行う。 

 

○ 厚生労働省は、集約された場合の全国の検疫所からの応援体制の確保について、応

援者の特定、その業務内容及び宿泊施設の確保等を具体的に検討しておくものとする。

他の検疫所からの十分な応援が困難な場合、他機関等からの応援による人員の確保に

努めることとする。 

 

（２） 検疫の基本的流れ 

 

○ 世界各国の発生・流行状況を適切に把握しつつ、発生国からの入国者（乗務員・乗

組員を含む。以下同じ。）については、法第６条の規定に基づく検疫前の通報、第 12

条の規定に基づく健康状態質問票（以下「質問票」という。）の配付、第 13 条の規定

に基づく医師の診察等を踏まえ、法第 15 条の規定に基づく隔離、第 16 条の規定に基

づく停留、法第18条第４項及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律（平成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）第15条の３の規定に基づ

く健康監視により対応する。 

 

○ 健康監視の対象者の居所の所在する都道府県並びに保健所を設置する市及び特別区

（以下「都道府県等」という。）においては、法第 18 条第５項の規定に基づき、検疫

所から新型インフルエンザに感染したおそれのある者に係る通知を受けた場合には、
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感染症法第15条の３の規定に基づき、当該者に対し、検疫所長が定めた期間内（以下

「期間内」という。）において健康監視を行う。また、健康状態に異状を生じた者を確

認したときは、その旨及び調査等の結果を厚生労働省に報告する。当該者について、

厚生労働省は、関係都道府県と情報共有する。 

 

（３）検疫の実施体制 

 

○ 検疫の着実な実施を図るため、検疫所長は、危機管理に迅速に対応すべく入国管理

局、税関、海上保安部署、空港管理会社、港湾管理者等、関係機関と連携しつつ、初

動体制を日頃から構築しておく。このため、各検疫所で作成している危機管理マニュ

アル等に従って、指揮命令系統及び役割分担を事前に確認の上、本ガイドラインにお

ける検疫対応を念頭に置き、関係機関も参加して定期的な合同訓練等を実施する。 

 

○ ＰＣＲ検査について、検疫所は、実施体制を整備するとともに、都道府県と協議し、採

取した検体の検査を最寄りの地方衛生研究所に依頼するなど相互協力体制を整える。 

 

○ 患者の搬送については、事前に法第15条に規定する隔離に係る入院を委託する医療

機関（以下「委託医療機関」という。）との間で、連絡体制、搬送方法等を定めておく。 

 

（４）情報の収集及び提供等 

 

○ 適切な検疫を実施する上で、ＷＨＯ等の国際機関、各国の関係機関、在外公館等を

通じ、患者の発生国や周辺国について、迅速かつ正確な情報収集に努めることは極め

て重要である。関係省庁は、これらの情報を入手した場合には、相互に情報提供を行

うとともに、当該情報に基づく、対策本部又は関係省庁閣僚会議の指示により各検疫

所は、迅速かつ的確な検疫を実施する。 

 

○ 適切な検疫を実施するためには、国民一人一人の自覚と積極的な協力が必要不可欠

であることから、検疫所は、法第 27 条の２第 1 項の規定に基づき、出入国者に対し、
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新型インフルエンザの海外における発生状況及びその感染防止策に関する情報等につ

いて、ホームページへの掲載、各空港・港の検疫窓口及び出国ロビーにおけるポスタ

ーの掲示、パンフレットの配付、職員による注意喚起等、あらゆる広報手段を講じ、

積極的に情報提供を行う。 

 

○ 患者等に関する報道機関等への対外的な対応は、原則として厚生労働省で行う。 

 

（５）関係機関等との連携 

 

○ 新型インフルエンザウイルスの国内侵入を防止するためには、関係機関、都道府県

等における検疫業務への積極的な協力が不可欠なことから、検疫所は、本ガイドライ

ンに基づき、関係機関、都道府県等にあらかじめ協力を要請し、情報の共有、連携強

化を図る。 

  

１）入国管理局及び税関の対応 

○ 入国管理局及び税関の職員は、検疫終了後に、第三国を経由して入国しようとする

発生国在住・滞在者や有症者を、手続の際に発見した場合には、速やかに検疫所に連

絡する。 

 

２）警察の対応 

○ 都道府県警察は、検疫所及び停留場所並びにその周辺地域において、検疫業務が円

滑に行われるよう、必要に応じた警戒活動等を行う。さらに、大規模な混乱が予想さ

れる場合には機動隊の運用を行う。 

   

３）海上保安部署の対応 

○ 海上保安部署は、船舶等から新型インフルエンザに感染している可能性がある者に

関する情報を入手し、又はこれを認めた場合には、速やかに検疫所に連絡し、必要な

助言を受けるとともに連携を強化する。 

また、船舶において停留措置がとられた場合には、検疫所からの要請等に基づき、

巡視船艇・航空機等により警戒警備を実施する。 
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４）航空会社・旅客船会社等の対応 

○ 航空会社・旅客船会社は、検疫強化に伴う国内での対応状況について、搭乗、乗船

時にアナウンスし、理解と協力を得るとともに、有症者が搭乗している航空機等にお

ける感染防止策の周知を図る。また、空港、港湾事務所等の関係機関は、緊急時の連

絡先の把握等、迅速な対応体制を整備しておく。 

 

５）在日米軍への協力要請 

○ 厚生労働省は外務省を通じ、発生国から来航する航空機・船舶が、在日米軍施設・

区域から我が国に入国する場合、在日米軍に対し、感染拡大防止のため必要に応じて、

在日米軍施設・区域内で適切な検疫措置が講じられるよう要請する。 

 

（６）検疫業務に関連する者の安全確保 

 

○ 検疫所等においては、検疫業務に関連する者の安全確保のため、次に掲げる対応を

とる。 

・感染防止策、発症時の対応、家族に感染させないための方策、公務災害の取扱等

について、説明を行う。 

・個人防護具（マスク等の個人を感染から守るための防護具）の装着方法について、

あらかじめ指導しておく。 

・検疫業務に従事した後の除染のための手洗いや消毒用エタノール等による手指の

消毒、うがいの励行について、周知徹底を図る。 

 ・検疫所職員が、不完全な感染防御で患者と接触するなど感染が疑われる場合、抗

インフルエンザウイルス薬の予防投与や感染症法に基づく措置の対象になり得る

ため、最寄りの保健所に報告する。 

 

 

第３章 具体的な対応 

 

１．総論 

 6



 

（１）対象者ごとの対応 

 

１）有症者への対応 

○ 有症者について、疫学的情報等を勘案し、新型インフルエンザに感染している可能

性がある場合には、検体の採取を行い、原則として検疫所にてＰＣＲ検査を実施する

とともに、法第15条の規定に基づく隔離措置を行う。 

 

○ 検体の採取後、当該者を委託医療機関へ搬送する。ＰＣＲ検査の結果が陽性の場合

には、検体を国立感染症研究所へ送付し、確定検査を依頼する。 

 

○ 一回目のＰＣＲ検査の結果が陰性であった場合であっても、臨床症状や疫学的情報

等から感染が強く疑われる場合は、一回目のＰＣＲの検査は極めて初期の段階の検査

でもあることを踏まえ、当該者に対する隔離を継続し、およそ半日程度経過後に,原則

として地方衛生研究所においてＰＣＲの再検査を実施し、その結果を踏まえ、判断す

るものとする。 

 

○ 上記の対応によって、当該者について、新型インフルエンザウイルスを保有してい

ないことが確認されたときは、原則として隔離措置を解除するものとするが、期間内

は法第18条第４項及び感染症法第15条の３の規定に基づく健康監視を実施する。 

 

２）濃厚接触者への対応 

○ 濃厚接触者については、法第16条の規定に基づく停留措置を行う。なお、搬送の準

備等に時間を要する場合は、準備が整うまでの間、空港・港施設内又は船舶内等、適

切な場所にて待機させる。患者が隔離された場合には、停留施設等において期間内の

停留を行う。 

 

○ 濃厚接触者が、健康状態に異状を生じた場合には、当該者に対し、ＰＣＲ検査を実

施し、必要に応じ、法第15条の隔離措置の対象とし、委託医療機関への搬送を実施す

る。 

 

○ 患者について、ＰＣＲ検査等の結果、隔離措置が解除されたときは、その濃厚接触
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者の停留措置の解除を行い、法第 18 条第４項及び感染症法第 15 条の３の規定に基づ

く健康監視を実施する。 

 

３）同乗者及び発生国からの入国者への対応 

○ 同乗者及び発生国からの入国者については、マスクを配付するとともに、法第18条

第４項及び感染症法第15条の３の規定に基づく健康監視の対象者とする。 

 

○ ただし、直行便のある主要都市で新型インフルエンザが発生し、緊迫した状況にあ

る等、当該主要都市又は発生国からの入国者全てが感染しているおそれがあると判断

される場合には、当該入国者は、全て法第16条の規定に基づく停留措置の対象となる。 

 

４）第三国を経由して入国しようとする発生国在住・滞在者への対応 

○ 第三国を経由して入国しようとする発生国在住・滞在者については、「水際対策に関

するガイドライン」に基づき対策を講ずる。 

 

５）密入国者に対する対応 

○ 密入国者に対する検疫を実施するに当たっては、海上保安部署や都道府県警察等の

協力を得て、検疫職員の安全を確保した上で実施する。新型インフルエンザに感染し

ている可能性がある者が確認された場合には、隔離、停留等、必要な措置を講ずる。 

なお、国内において密入国者が発見された場合には、関係機関が連携して対応する。 

 

（２）その他 

 

１）動線の分離等 

○ 発生国を発航してから潜伏期間内に来航する航空機・船舶については、原則として、

機内又は船内検疫とする。また、感染防止の観点から、発生国からの入国者と非発生

国・地域からの入国者の動線の分離について、発生国からの航空機のための専用到着

口を設定する等の対応を検討しておく。  
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２）使用する消毒薬及び使用方法等について  

○ 消毒に用いる薬品及び環境整備等に係る事項については、別途、厚生労働省が定め

る。 

 

２．航空機の検疫について 

 

（１）発生国から来航する航空機からの検疫前の通報により有症者がいることが把握で

きた場合の対応 

 

１）到着前の対応について 

ア 検疫所長は、航空機の到着前に、確認された有症者が新型インフルエンザに感

染しているかどうかを判断するためのより詳細な情報について、航空会社を通じ航

空機の長に再度確認する。 

イ その結果、新型インフルエンザの症例定義に合致する者が搭乗していることが把

握できた場合には、検疫所長は、航空会社を通じ、機内における感染防止策の実施

状況を把握するよう努める。 

ウ 機内検疫の実施方法については、航空会社等の関係者と協議するものとする。 

エ 検疫所長は、航空機の到着前に、検疫の実施について、入国管理局、税関、航空

局等の関係機関に対し、情報提供を行う。 

 

２）到着前の指示事項 

○ 検疫所長は、航空会社を通じて、航空機の長に、次に掲げる事項を指示する。 

ア 有症者には可能な限りマスクを着用させる等、ウイルスの飛散防止策を講ずるこ

と 

イ 有症者への対応を行う乗務員は、できるだけ少人数の専属とし、感染防止策を実

施すること 

ウ 有症者と他の乗客との間隔を可能な限り空けること。基本的には、有症者対応乗

務員により、当該有症者にマスクを着用させる等のウイルスの飛散防止策を講じた
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上で、最後方座席等の他の乗客と十分な距離が取れる場所に移動させること 

エ 有症者と他の乗客との距離がとれない場合には、当該有症者周囲の乗客に対して

マスク着用等の感染防止策を実施すること 

オ 化粧室については、有症者に最も近い場所を当該有症者の専用とし、他の乗客の

使用を禁止すること 

 

３）検疫の実施 

○ 機内検疫の場合の実施手順は、次に掲げるとおりである。なお、やむを得ず機内検

疫に替わる方法で行う場合においても、これに準じて実施すること。 

ア 検疫官は機内に赴き、有症者が他の乗客と離れているかどうか、周囲の乗客が適

切にマスクを着用しているかどうかを確認する。また、法第 12 条及び第 18 条の規

定に基づき、乗客、乗務員に質問票及び調査票を配付し、記入を求める（法第23条

の2により、事前に到着前に機内で配付されている場合は、その確認を行う。） 

イ 検疫官（医師）は、機内で、有症者に対し質問票を基に診察を行う。診察の結果、

臨床症状や疫学的情報等から、有症者が患者であると診断した場合には、その旨を

検疫所長に連絡し、検疫所長は、法第15条の規定に基づき、患者の隔離措置の決定

を行う。 

ウ 検疫官は、患者を速やかに他の乗客と分離し、検体を採取する。なお、搬送準備

等が整うまでの間は、各検疫所の状況に応じて、患者を適切な場所に待機させる。 

エ 濃厚接触者についても、原則機内にて、質問票及びサーモグラフィー等により健

康状態を確認し、健康状態に異状がなければ、マスクを配付するとともに、法第16

条の規定に基づき、停留施設等において期間内の停留を行う。  

オ 同乗者については、機内にて、質問票及びサーモグラフィー等により健康状態を

確認し、異状が確認された場合には検疫官（医師）による診察等を実施する。健康

状態に異状がなければ、マスクを配付するとともに、法第18条第４項及び感染症法

第15条の３の規定に基づく健康監視を実施する。 

 カ 当該検疫所は、実施した措置について、厚生労働省に報告する。 

 

４）患者等に係る措置 

ア 搬送前の基本事項 
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・隔離措置を行うに当たっては、検疫官（医師）から本人にその旨を伝えた上で、

搬送を行う。 

・検疫所長は、患者を搬送する委託医療機関に対して、到着時に適切な院内感染対

策が行われるように、当該患者の情報、予想到着時間等を事前に連絡する。 

・検疫所長は、入国管理局、税関等の関係機関並びに空港及び医療機関の所在する

地域の保健所に対し、患者を搬送する旨を事前に連絡する。 

・搬送経路は、安全で確実に通行できる経路が望ましい。 

・搬送に当たっては、患者に接触する検疫官等は、必要な感染防止策を講ずる。 

イ 濃厚接触者等の搬送 

・濃厚接触者等を停留とした場合については、原則として、バス等の搬送車で停留

施設に搬送することとする。なお、検疫所は、搬送について、都道府県等の協力

が得られるよう、事前に協議しておくこととする。 

・搬送時には、濃厚接触者等についてもマスクの着用を要請するとともに、検疫官

等の搬送担当者についても、必要な感染防止策を講ずる。 

 

（２）発生国から来航する航空機からの検疫前の通報により有症者がいないとの報告が

あった場合の対応。 

 

１）書面による報告  

○ 検疫官は、航空機の長に対し、法第11条第２項の規定に基づく書類の提出及び呈示

を求め、機内に有症者がいないことを書面(明告書等)で確認する。 

 

２）質問票及び体温測定 

○ 検疫官は、原則、法第12条の規定に基づき、乗客、乗務員に対し、質問票を配付し、

機内での記入を求め、健康状態や入国前に新型インフルエンザに感染している可能性

について確認するとともに、サーモグラフィーや放射体温計等により体温測定を実施

し、有症者の発見に努める。 

 

○ また、マスクを配付するとともに、法第 18 条第４項及び感染症法第 15 条の３の規
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定に基づき、健康監視にて対応するものとする。 

 

３）有症者等への対応 

○ 質問票等から、有症者が確認できた場合には、直ちに検疫官（医師）による診察を

行う。この結果、当該検疫官が患者と診断した場合には、本章の２－（１）－３）以

降に従って措置を行う。 

 

（３）第三国を経由して入国しようとする発生国在住・滞在者への対応 

 

○ 法第23条の２の規定に基づき、航空会社や入国管理局等の関係機関の協力を得て、

できる限り第三国を経由して入国しようとする発生国在住・滞在者を把握し、健康状

態を確認する。 

 

１）質問票の配付 

○ 法第12条の規定に基づき、航空会社に対し質問票を機内アナウンスとともに乗客に

配付し、発生国に滞在していたことがある場合にはその旨を記載する等により、検疫

に申告するよう、乗客に周知する。 

 

２）出国証印の確認 

○ 機内アナウンスや看板により、検疫終了後に入国管理局及び税関において旅券の出

国証印を確認すること、旅券の最終出国証印が押されているページを開いて入国審査

に臨むことを乗客に周知する。入国審査では、邦人及び外国人の全ての旅券について、

一定程度以降の日付の発生国の出国証印をチェックし、これがあった場合、速やかに

検疫に通報する。 

 

３）出国エリア（乗り継ぎ）の乗客の確認 

○ 検疫所長は、法第23条の２の規定に基づき、航空会社に対して、出国エリア（乗り

継ぎ）の乗客に対し発生国の経由又は当該国における滞在についての申告を呼びかけ

るよう、要請する。また、地上勤務職員等の協力を得て、患者の把握に努めることと

し、有症者が治療等のため入国を希望する場合には、通常検疫により発見された場合

と同様、本章の２－（１）－３）以降の手続に従い取り扱う。   
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３．船舶の検疫について  

 

（１）発生国から潜伏期間内に来航する船舶からの検疫前の通報により有症者がいるこ

とが把握できた場合の対応 

 

１）到着前の対応について 

ア 検疫所長は、船舶の到着前に、その有症者が、新型インフルエンザに感染してい

るかどうかを判断するためのより詳細な情報について、船舶の長に船舶代理店を通

じ、再度確認をする。 

イ その結果、新型インフルエンザの症例定義に合致する者が乗船していることが把

握できた場合には、法第14条第２項の規定に基づき、検疫港（ただし、客船におい

ては、検疫集約港に限る。）において臨船検疫又は着岸検疫1を実施する。 

ウ 検疫所長は、船舶代理店を通じ当該船舶に対し、法第８条３項の規定により、臨

船検疫又は着岸検疫を実施する旨を指示するとともに、船舶内における、感染防止

策の実施状況を把握するよう努める。 

エ 着岸検疫は、当日の天候等の理由や患者の搬送が難しい場合に実施することとし、

事前に港湾管理者、海上保安部署等と協議し、対応する埠頭、場所等を決定してお

く。また、入国管理局、税関等の関係機関に対し、情報提供を行う。 

 

２）到着前の指示事項 

○ 検疫所長は、船舶代理店を通じて、船舶の長に、臨船検疫又は着岸検疫を実施する

旨を連絡するとともに、次に掲げる事項を指示する。 

ア 有症者は、個室に隔離すること。なお、個室がない場合には、可能な限りマスク

を着用させる等、ウイルスの飛散防止策を講ずること 

イ 有症者への対応を行う乗組員は、できるだけ少人数の専属とし、感染防止策を実
                                                  
1 臨船検疫及び着岸検疫 

臨船検疫とは、入港しようとする船舶を検疫区域に停泊させ、検疫官が直接船舶に乗り込み検疫を行うことで、悪

天候や危険物の積載等の理由により、検疫区域で検疫を実施することが困難な場合、検疫所長の指示により接岸した

船舶に乗り込み検疫を行うことを着岸検疫という。 
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施すること 

ウ 有症者について、朝夕の体温と症状、使用した薬剤の記録及び報告を行うこと 

エ 有症者の使用する化粧室を限定し、適宜消毒を実施すること。 

オ 船舶代理店を通じて、ＦＡＸ又は電子メールにより送付した質問票に、検疫前に

乗客、乗組員が記入すること 

カ 有症者以外の者に対しては、手洗い・うがいを励行するとともに、必要に応じマ

スクを着用するよう指導すること 

 

３）関係機関等への情報提供等 

ア 検疫官は、海上保安部署等、入国を目的としているが、沖合を航行し検疫を受け

ていない船舶に乗船する関係機関に対して、新型インフルエンザの発生地域、流行

状況、感染経路、症状、感染防止策等の詳細な情報について随時提供を行う。 

イ 検疫官は、水先人2（ハーバーパイロット、ベイパイロット）に対し、原則、別添

のとおりの指示を行う。 

 

４）検疫の実施 

○ 臨船検疫及び着岸検疫の場合の実施の手順は、次に掲げるとおりである。 

ア 検疫官は、海上保安部署、港湾管理者等に対して、患者が乗船している可能性が

あるため、臨船検疫又は着岸検疫を実施する旨連絡する。さらに、有症者の重篤度

に応じて必要な資器材を準備する。 

イ 検疫官は、船舶の長及び衛生管理者等から状況説明を受けるとともに、乗客、乗

組員に調査票を配付し、記入させる。 

ウ 検疫官（医師）は、当該船舶の個室において、有症者に対し質問票を基に診察を

行う。診察の結果、臨床症状や疫学的情報等から、有症者が患者であると診断した

場合には、その旨を検疫所長に連絡し、検疫所長は、法第15条の規定に基づき、患

者の隔離措置の決定を行い、検疫官に対して、検体の採取、医療機関への搬送準備

                                                  
2 水先人 

多数の船舶が行き交う港や水域等、交通の難所において、それらの環境に精通することが困難な外航船の船長を補

助し、船舶を安全かつ効率的に導く専門家のこと。 
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を指示する。 

エ  濃厚接触者についても、原則船内にて、質問票及びサーモグラフィー等により健

康状態を確認し、健康状態に異状がなければ、マスクを配付するとともに、法第16

条の規定に基づき、停留施設等において期間内の停留を行う。 

オ  同乗者については、船内にて、質問票及びサーモグラフィー等により健康状態を

確認し、異状が確認された場合には検疫官（医師）による診察等を実施する。健康

状態に異状がなければ、マスクを配付するとともに、法第18条第４項及び感染症法

第15条の３の規定に基づく健康監視を実施する。 

カ 当該検疫所は、実施した措置について、厚生労働省に報告するとともに、海上保

安部署、港湾管理者等、関係各機関へ情報提供する。 

 

５）患者等に係る措置 

ア 搬送前の基本的事項 

・隔離措置を行うに当たっては、検疫官（医師）から本人にその旨を伝えた上で、

搬送を行う。 

・検疫所長は、患者を搬送する委託医療機関に対して、到着時に適切な院内感染対

策が行われるように、当該患者の情報、予想到着時間等を必ず事前に連絡する。 

・検疫所長は、入国管理局、税関等の関係機関並びに港及び医療機関の所在する地

域の保健所に対し、患者を搬送する旨を事前に連絡する。 

・搬送経路は、安全で確実に通行できる経路が望ましい。 

・搬送に当たって、患者に接触する検疫官等は、必要な感染防止策を講ずる。 

  イ 濃厚接触者等の搬送 

・濃厚接触者等を停留とした場合については、原則として、搬送車で停留施設に搬

送することとする。なお、検疫所は、搬送について、都道府県等の協力が得られ

るよう、事前に協議しておくこととする。 

・搬送時には、濃厚接触者等についてもマスクの着用を要請するとともに、検疫官

等の搬送担当者についても、必要な感染防止策を講ずる。 

ウ 沖合にある船舶からの搬送 

・検疫所長は、臨船検疫中又は沖合で停留中の船舶から患者等を搬送する必要があ
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る場合には、搬送時の安全を確保するため、当該船舶を着岸させた後に患者等を

搬送することとする。 

・ただし、着岸できない場合又は患者等が重篤であるため着岸させる暇がない場合

は、海上保安部署等に対して患者等の搬送を要請する。 

・海上保安部署等に対して患者等の搬送を要請した場合には、搬送に従事する者に

対し、感染防止策、搬送後の消毒、職員の健康管理等について助言を行うととも

に、必要に応じ、資器材等の提供を行う。 

 

６）その他 

○ 検疫所長は、健康監視を実施した際に、期間内の我が国での寄港地リストの提出を

求め、乗客、乗組員の健康状態に異状が見られた場合は、検疫を実施した検疫所に速

やかに報告するよう指示する。報告を受けた検疫所は、その時点で寄港している港の

最寄りの検疫所及び所在地を管轄する都道府県等に速やかに通知するとともに、厚生

労働省に報告する。 

 

（２）発生国から潜伏期間内に来航する船舶からの検疫前の通報により有症者がいない

との報告があった場合の対応 

 

１）到着前の対応について 

ア 客船については、検疫集約港において、臨船検疫又は着岸検疫を実施する。 

イ 貨物船については、新型インフルエンザウイルスの侵入防止に万全を期すために、

検疫所長は、新型インフルエンザに感染しているかどうか判断するためのより詳細

な情報について、船舶の長に船舶代理店を通じ、再度確認をする。その結果、新型

インフルエンザの症例定義に合致する者がいないことが把握できた場合には、法第

14条第２項の規定に基づき、検疫港への入港に限り無線検疫により対応することと

する。 

ウ 乗組員の潜伏期間内の上陸については、自粛させるよう要請する。 

 

２）質問票及び体温測定等 
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○ 検疫官は、客船の場合、原則、法第12条の規定に基づき、乗客、乗組員に対し、質

問票を配付し、船内での記入を求め、健康状態や入国前の新型インフルエンザに感染

している可能性について確認するとともに、サーモグラフィーや放射体温計等により

体温測定を実施し、有症者の発見に努める。 

 

○ また、マスクを配付するとともに、法第 18 条第４項及び感染症法第 15 条の３の規

定に基づき、健康監視にて対応するものとする。 

 

３）有症者等への対応 

○ 質問票等から、有症者が確認できた場合には、直ちに検疫官（医師）による診察を

行う。この結果、当該検疫官が患者と診断した場合には、本章の３－（１）－４）以

降に従って措置を行う。 

 

４）その他 

○ 検疫所長は、健康監視を実施した際に、期間内の我が国での寄港地リストの提出を

求め、乗客、乗組員の健康状態に異状が見られた場合は、検疫を実施した検疫所に速

やかに報告するよう指示する。報告を受けた検疫所は、その時点で寄港している港の

最寄りの検疫所及び所在地を管轄する都道府県等に速やかに通知するとともに、厚生

労働省に報告する。 

 

（３）発生国を発航し、潜伏期間を過ぎた後に来航する場合の対応 

 

１）到着前の対応について 

ア 客船については、検疫港において臨船検疫又は着岸検疫を実施する。 

イ  貨物船については、新型インフルエンザの侵入防止に万全を期すために、検疫所

長は、新型インフルエンザに感染しているかどうかを判断するためのより詳細な情

報について、船舶の長に船舶代理店を通じ、再度確認する。その結果、新型インフ

ルエンザの症例定義に合致する者がいないことが把握できた場合においては、無線

検疫により対応することとする。 
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２）質問票及び健康管理カード 

○ 客船については、乗客、乗組員に質問票を配付し船内での記入を求め、健康状態や

入国前の新型インフルエンザに感染している可能性について確認するとともに、サー

モグラフィーや放射体温計等により体温測定を実施し、有症者の発見に努める。また、

マスク及び健康管理カードを配付し、健康上の注意点、発症後の対応等についての助

言を行う。 

 

３）有症者がいた場合の貨物船の荷役について 

○ 貨物船については、有症者以外は全て濃厚接触者となりうるが、濃厚接触者が船内

で停留される場合、仮検疫済証の交付ができず、停留解除するまで荷役できない。た

だし、貨物がライフラインに影響するものである場合には、別途関係機関と荷役の方法に

ついて、協議する。 
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別添 

 

（Ａ）新型インフルエンザの発生国・地域（以下「発生国」という。）から潜伏期間内に

到着する船舶に乗船する水先人への指示事項 

 

ａ）有症者がいた場合 

水先人が当該船舶に乗船することが確認できた場合は、乗船時に、新型インフ

ルエンザに係る適切な感染防止策（マスク等の着用）を指導するとともに、ブリ

ッジ（操舵室）以外に立ち寄らないなど、乗組員との接触を必要最小限にとどめ

るよう指導するとともに、検疫終了まで下船しないように指示する。 

    検疫区域（錨地）等において乗船した検疫官は、検疫を実施し、当該水先人に

対し、感染のおそれの程度を判断し、必要に応じ健康監視等の適切な措置を講じ

る。 

    通常は臨船検疫であるが、天候等の理由によって着岸検疫とする場合もあるこ

とから、水先人との連絡調整は慎重に行うこと。 

ｂ）有症者がいない場合 

    有症者がいない場合においても、水先人に対し乗船に当たりマスク等の着用を

指導するとともに、ブリッジ以外に立ち寄らないなど、乗組員との接触を最小限

にとどめるよう指導する。 

検疫官は、あらかじめ下船時のマスク等の処理や消毒方法を指導しておく。検

疫官の乗船前に下船する場合は、氏名、連絡先等を記載した下船届（検疫終了前

下船願書）を本船に置いておくよう指導すること。 

  ※ 水先人の乗船中のマスクの装着等について疑義がある場合や有症者がいないと

通報があった後に有症者がいることが判明した場合は、有症者がいた場合の措置

に準ずる。 

 

（Ｂ）その他の船舶に乗船する水先人への指示事項 

    発生国を発航し、潜伏期間を過ぎた後に来航する場合や発生国以外から来航す

る場合においては、事後的に、追跡確認ができるよう必ず記録を残しておくよう

指導する。 

    新型インフルエンザの発生時には、流行地域から潜伏期間を過ぎた後に来航す

る船舶や流行地域以外から来航する船舶に乗船する場合でも、手袋、マスク等の

携帯を勧める。 

日頃より、下船後の手洗い・うがいの励行、手のアルコール消毒などを指導し

ておく。 
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流行地域から潜伏期間中に来港する船舶について 

 

 有症者がいる場合 有症者がいない場合 

感染防止策等 ・乗船時マスク等を着用 ・乗船時マスク等を着用 

・操舵室以外立ち入らない ・操舵室以外立ち入らない 

検疫前の下船の可否 ・検疫終了まで下船不可 ・下船届けを提出し、検疫前に

下船可 
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